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ＳＥＡＮ共同体のあるべき規範、秩序、政策を先取りする形でＡＳＥＡＮ側に提示していく能動的対応である。たとえば、ＡＳＥＡＮ憲章を策定 過程において、 「憲章草案策定のための高級タスク ・ フォース」は、市民社会団体とも協議を重ねた。とくに「ＡＳＥＡＮ人権メカニズムのための作業グループ」とは緊密な協議を重ねた結果、彼らの基本的主張は憲章第一四条に「ＡＳＥＡＮ人権機構」とし 内部化された。
一方、ＡＳＥＡＮ公認ＮＧＯの資格をも
つＡＳ ・ＩＳＩＳ（ＡＳＥＡＮ戦略国際問題研究所連合）も 二○○○年代になると、 「市民志向（
people-oriented ）の














見る際に、ＡＳＥＡＮ公認団体であるかどうかは実際にはあまり意味がない。類型化するなら、むしろ担い手と活動目的で見るほうが重要である。そこで、担い手から大別すると、ＡＳＥＡＮの市民社会は 大きく四つのタイプに分け ことが きる。
第一のタイプは、シンクタンクや知識人
グループである。ＡＳＥＡＮ公認団体 あるＡＳＥＡＮ・ＩＳＩＳはその代表格である。ジャカルタのＣＳＩＳが中心になり、八四年に結成されたこのシンクタンク連合は、ＡＳＥＡＮに関連する研究や議論の成果を刊行することにより、Ａ ＥＡＮ 関する知識を国際社会に提供してい それだけでなく、ＡＳＥＡＮの公式会議に向けて様々な政策提言を行ってきた。そうした政策提言活動は、 「トラック２アプローチ」の典型として研究者の関心を集めるようになった。
それとは別の主体であるが、九三年に
ウィーンで開催された世界人権会議を契機に、憲法学者や政治家、人権問題を専門とするＮＧＯ活動家が「ＡＳＥＡＮ メカニズム」の構築を提唱してワーキング・グループ（ＷＧ）を結成し そ は少人数の非公式なグループであるが、アテネオ・


































































































































































































強調する規範概念をあげると、表１のようになる。ＡＳＥＡＮ・ＩＳＩＳは「トラック２アプローチ」を通して、冷戦後のＡＳＥＡＮをハブとする地域秩序形成に貢献した一方で、ＡＰＡの開催 ＡＳＥＡＮと市民社会団体 の接点を制度化してきた。その際に掲げられた「市民志向のＡＳＥＡＮ」 いう規範は、さらにＳ ＰＡに関連する多様な市民社会 によって、ＡＳＥＡＮ共同体構築への参加に向けた提言活動へと進展している。また、表１ ＡＰＡから ＡＰＡまでの市民社会団体が強調する規範概念の多くが、ＡＳＥＡＮ憲章に採択されていることがわかる。なお ＳＡＰＡグループの一部が主張する「民衆志向の経済」は、ＦＴ 反対し地域経済優先の開発路線を主張しており、これは「ＳＥＡＮ市民憲章」では骨子 あげられいる。●評価と課題
評価として、第一に、 「ＡＳＥＡＮ憲章」
が人権や民主主義、法治主義など ＡＳＥＡＮの原則として明示するに至った背景には、最近のこうした市民社会 提言活動の活性化があった。もちろん、ＡＳＥ Ｎ側がそれに柔軟に対応したこともあるが、市民社会の活動 、こうした国内統治のあり方に関わる規範をＡＳＥＡＮ共通の規範として内部化させる役割を担った いえる。第二に、それは規範 とどまらず、地域的
に政策化し制度化させるためのＡＳＥＡＮ側に対する提言活動として展開しており、ＡＳＥＡＮとの接点を制度化し、そ 活動を監視することを目的とした「ＡＳＥＡＮ市民センター」も開設された。
市民社会の活動を法律や税制などを通し
て規定するのは国家であ 。 かし、その一方で、規範と問題認識を共有 、地域的な公共政策の提言について議論する公共圏としてのＡＳＥＡＮ市民社会ができつつある。一見すると、それは英語を唯一の通信手段とする都市中間層のネットワ ク あるが、彼らは実は、それぞ の国内に組織的、人的に広汎なつながりをもっている。
しかし、規範の明示化は、現実そのも
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（出所）筆者作成。
（注）	 	矢印の左にある団体は、右
にあるネットワークの主要
な企画・組織者を表す。
＊ASEAN公認学術研究団体
＊＊ASEAN公認市民社会団体
表１　ASEAN地域レベルの市民社会ネットワークの類型
市民社会ネットワーク 強調する規範概念
ASEAN公認市民社会団体 ASEAN
ASEAN-ISIS＊ APA “people-oriented”	ASEAN
Working	Group	for	an	ASEAN	Human	Rights	Mechanism ASEAN人権機構
Forum	Asia	
SEACA	
AsiaDHRRA＊＊
Focus	on	the	Global	South	
Third	World	Network	など
SAPA
	ASEAN	Civil	Society	Conference	
	ASEAN	People’s	Center	
	ASEAN	People’s	Forum	
人権、民主主義、持続可能な開発	
“People-oriented	economy”	
“Caring	and	Sharing	Social	Culture”	
ASEAN共同体構築への参加
AIPMC ミャンマーの民主化
